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(百万円未満切捨て)

１．2023年３月期第３四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 201,019 10.9 1,716 － 1,632 － 2,307 －

2022年３月期第３四半期 181,296 17.2 △4,982 － △4,538 － △5,452 －
(注) 包括利益 2023年３月期第３四半期 2,143百万円(－％) 2022年３月期第３四半期 △6,773百万円(－％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第３四半期 22.00 －

2022年３月期第３四半期 △52.09 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 235,918 92,994 39.1

2022年３月期 237,811 93,064 38.9
(参考) 自己資本 2023年３月期第３四半期 92,295百万円 2022年３月期 92,490百万円
　
　
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 20.00 － 5.00 25.00

2023年３月期 － 18.00 －

2023年３月期(予想) 18.00 36.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 305,000 18.2 3,100 － 4,000 － 4,000 － 38.11
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　
　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期３Ｑ 106,761,205株 2022年３月期 106,761,205株

② 期末自己株式数 2023年３月期３Ｑ 1,687,519株 2022年３月期 2,029,142株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期３Ｑ 104,882,411株 2022年３月期３Ｑ 104,669,180株

　
（注）期末自己株式数及び2023年３月期第３四半期における期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、

役員報酬ＢＩＰ信託及び東急建設従業員持株会専用信託が保有する当社株式が含まれており、2022年３月
期第３四半期における期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する
当社株式が含まれております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、【添付資料】２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想な
どの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

　

　　



（参考）個別業績の概要

１．2023年３月期第３四半期の個別業績（2022年４月１日～2022年12月31日）

（１）個別経営成績(累計) (％表示は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 183,199 7.0 2,237 ― 2,224 ― 1,975 ―

2022年３月期第３四半期 171,271 18.9 △5,501 ― △4,983 ― △5,707 ―

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第３四半期 18.84 ―

2022年３月期第３四半期 △54.53 ―

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 210,954 77,714 36.8

2022年３月期 216,561 78,886 36.4

(参考)自己資本 2023年３月期第３四半期 77,714 百万円 2022年３月期 78,886百万円

２．2023年３月期の個別業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）
(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 276,000 13.6 3,100 ― 3,500 ― 2,700 ― 25.72

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 : 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益・雇用者数に改善の動きが見られ、景気に緩やかな

持ち直しの動きが見られました。

建設業界におきましては、政府建設投資が前年度と同水準となる見込みとなりました。また民間建設投資は、企

業の設備投資意欲の回復等により、コロナ禍で需要が拡大した倉庫・物流施設だけでなく、工場においても投資が

堅調に推移するなど前年度を上回る水準で増加する見通しとなりました。

　このような情勢下におきまして当社グループは、「長期経営計画“To zero, from zero.”」に基づき、国内土

木・建築・建築リニューアル事業を「コア事業」、国際・不動産・新規事業を「戦略事業」と位置づけ、人材とデ

ジタル技術を競争優位の源泉として３つの提供価値（「脱炭素」「廃棄物ゼロ」「防災・減災」）を軸とした５つ

の重点戦略（「東急建設ブランドの訴求・確立」「コア事業の深化」「戦略事業の成長」「人材・組織戦略」「財

務・資本戦略」）に取り組んでまいりました。

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は201,019百万円（前年同四半期比10.9％増）となりました。損益

面では、営業利益は1,716百万円（前年同四半期は4,982百万円の営業損失）、経常利益は1,632百万円（前年同四

半期は4,538百万円の経常損失）となりました。これに、税金費用等を加味した結果、親会社株主に帰属する四半

期純利益は2,307百万円（前年同四半期は5,452百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産の部につきましては、現金預金が7,480百万円増加した一方、受取手形・完

成工事未収入金等が6,046百万円、有形固定資産が2,366百万円それぞれ減少したことなどにより、資産合計は前連

結会計年度末と比較して1,892百万円減少（0.8％減）し、235,918百万円となりました。

　負債の部につきましては、短期借入金が20,223百万円増加した一方、長期借入金が20,314百万円、支払手形・工

事未払金等が6,726百万円それぞれ減少したことなどにより、負債合計は前連結会計年度末と比較して1,822百万円

減少（1.3％減）し、142,924百万円となりました。

　純資産の部につきましては、親会社株主に帰属する四半期純利益を2,307百万円計上したものの、配当を2,443百

万円実施したことにより、利益剰余金が減少しましたが、自己株式を226百万円処分したことにより、株主資本は

93百万円増加しました。また、政策保有株式の売却等によりその他有価証券評価差額金が850百万円減少したこと

などにより、その他の包括利益累計額は288百万円減少しました。この結果、純資産合計は前連結会計年度末と比

較して69百万円減少（0.1％減）し、92,994百万円となりました。

　なお、自己資本は92,295百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して0.2ポイント増加し、39.1

％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

わが国経済の今後の見通しにつきましては、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあり、持ち直していくこと

が期待されます。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れがわが国の景気を下押しするリスク

となっています。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響や中国における感染動向に十分

注意する必要があります。

今後の国内建設市場につきましては、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響、世界情勢等に起因する物価上

昇が懸念されるとともに、新設等を主体とした「フロー」型から維持・修繕等の「ストック」型への需要の質的変

化や長時間労働の解消、働き方改革の実現等への対応が求められるなど、構造変革が迫られております。

このような情勢下におきまして当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の影響を見極め適切な対応を図り

つつ、「長期経営計画“To zero, from zero.”」に基づき、国内土木・建築・建築リニューアル事業を「コア事

業」、国際・不動産・新規事業を「戦略事業」と位置づけ、既存事業の深掘りと新規分野の模索など「知の深化」

と「知の探索」を実践してまいります。また、人材とデジタル技術を競争優位の源泉として、３つの提供価値

（「脱炭素」「廃棄物ゼロ」「防災・減災」）を軸とし、この３つの提供価値と人材・デジタル技術の競争優位構

築による「東急建設ブランドの訴求・確立」をはじめとする５つの重点戦略を実行することで当社グループの持続

的な企業価値向上を目指してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 38,648 46,128

受取手形・完成工事未収入金等 115,860 109,813

未成工事支出金 6,981 7,101

不動産事業支出金 2 183

販売用不動産 3,801 5,331

材料貯蔵品 53 59

その他 8,695 6,990

貸倒引当金 △78 △76

流動資産合計 173,963 175,532

固定資産

有形固定資産 29,675 27,308

無形固定資産 1,390 1,364

投資その他の資産

投資有価証券 30,171 28,950

長期貸付金 26 6

繰延税金資産 130 318

その他 2,453 2,438

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 32,782 31,713

固定資産合計 63,847 60,386

資産合計 237,811 235,918

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 48,699 41,973

電子記録債務 14,131 17,027

短期借入金 97 20,320

未払法人税等 1,651 616

未成工事受入金 14,536 15,386

不動産事業受入金 37 28

完成工事補償引当金 6,625 7,959

工事損失引当金 8,777 10,210

賞与引当金 2,047 1,039

関係会社株式売却損失引当金 105 -

預り金 16,566 18,251

その他 1,730 1,301

流動負債合計 115,004 134,115

固定負債

長期借入金 22,334 2,019

繰延税金負債 141 -

役員株式給付引当金 46 27

不動産事業等損失引当金 5,139 4,964

退職給付に係る負債 697 554

その他 1,383 1,243

固定負債合計 29,742 8,809

負債合計 144,747 142,924
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,354 16,354

資本剰余金 4,089 4,093

利益剰余金 67,309 67,174

自己株式 △1,282 △1,057

株主資本合計 86,471 86,565

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,087 5,237

為替換算調整勘定 11 331

退職給付に係る調整累計額 △80 160

その他の包括利益累計額合計 6,018 5,729

非支配株主持分 574 699

純資産合計 93,064 92,994

負債純資産合計 237,811 235,918
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高

完成工事高 179,582 198,985

不動産事業等売上高 1,714 2,034

売上高合計 181,296 201,019

売上原価

完成工事原価 173,809 185,780

不動産事業等売上原価 1,062 1,317

売上原価合計 174,871 187,098

売上総利益

完成工事総利益 5,772 13,205

不動産事業等総利益 652 716

売上総利益合計 6,424 13,921

販売費及び一般管理費 11,407 12,205

営業利益又は営業損失（△） △4,982 1,716

営業外収益

受取利息 17 12

受取配当金 160 166

持分法による投資利益 367 268

その他 140 62

営業外収益合計 685 510

営業外費用

支払利息 121 106

為替差損 - 190

その他 119 296

営業外費用合計 240 594

経常利益又は経常損失（△） △4,538 1,632

特別利益

固定資産売却益 399 -

投資有価証券売却益 - 2,571

特別利益合計 399 2,571

特別損失

固定資産除却損 34 -

投資有価証券評価損 37 -

減損損失 19 47

特別損失合計 90 47

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△4,229 4,157

法人税、住民税及び事業税 967 1,770

法人税等調整額 219 △42

法人税等合計 1,186 1,727

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,416 2,430

非支配株主に帰属する四半期純利益 36 122

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△5,452 2,307
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,416 2,430

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,672 △933

為替換算調整勘定 48 116

退職給付に係る調整額 114 223

持分法適用会社に対する持分相当額 151 307

その他の包括利益合計 △1,357 △286

四半期包括利益 △6,773 2,143

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △6,807 2,018

非支配株主に係る四半期包括利益 33 124
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（従業員株式所有制度）

１ 取引の概要

当社は、2021年12月20日開催の取締役会決議に基づき、従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上への

インセンティブ付与と福利厚生を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プ

ラン」という。）の導入をしております。

本プランは、「東急建設従業員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象と

するインセンティブ・プランであります。本プランでは、当社が信託銀行に「東急建設従業員持株会専用信

託」（以下、「本信託」という。）を設定し、本信託は、５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる規模

の当社株式を、取引先金融機関からの借入金を原資として当社からの第三者割当によって予め取得します。そ

の後は、本信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で本信託内に

株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に

分配されます。なお、当社は、本信託が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価

の下落により本信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において本信託内に当該株式売却損相当の

借入金残債がある場合は、当社が当該残債を弁済することになります。

２ 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度906百万円及び

1,385,600株、当第３四半期連結会計期間717百万円及び1,097,000株であります。

３ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度905百万円、当第３四半期連結会計期間790百万円

（有形固定資産の保有目的の変更）

当第３四半期連結累計期間において、保有目的の変更により、有形固定資産の一部（土地1,168百万円、建物及

び構築物408百万円、備品１百万円）を販売用不動産に、有形固定資産の一部（土地140百万円）を不動産事業支

出金に振り替えております。

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の

影響の考え方）に記載した、会計上の見積りを行う上での仮定について重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症は不確実性が高く、更に長期化した場合は、建設市場の縮小、顧客による事

業計画の見直し、施工中案件の工事中断等、当連結会計年度の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。
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３．補足情報

（１）受注高・売上高・売上総利益・繰越高の状況(個別)

① 受 注 高 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(
自 2021年４月１日

至 2021年12月31日
) (

自 2022年４月１日

至 2022年12月31日
) (

自 2021年４月１日

至 2022年３月31日
)

金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 )

建

築

国 内 官 公 庁 10,187 （ 5.9％) 7,289 （ 4.2％) △2,898 △28.4％ 10,224 （ 3.7％)

国 内 民 間 122,461 （ 70.8 ) 116,197 （ 66.8 ) △6,264 △5.1 216,085 （ 78.7 )

　内 一 般 民 間 94,285 （ 54.5 ) 108,550 （ 62.4 ) 14,264 15.1 176,417 （ 64.3 )

　内東急グループ 28,176 （ 16.3 ) 7,647 （ 4.4 ) △20,528 △72.9 39,667 （ 14.4 )

海 外 906 （ 0.5 ) 328 （ 0.2 ) △577 △63.7 ※△4,927 （ △1.8 )

計 133,555 （ 77.2 ) 123,815 （ 71.2 ) △9,739 △7.3 221,382 （ 80.6 )

土

木

国 内 官 公 庁 25,345 （ 14.6 ) 16,974 （ 9.7 ) △8,371 △33.0 33,308 （ 12.1 )

国 内 民 間 13,167 （ 7.6 ) 12,324 （ 7.1 ) △843 △6.4 18,987 （ 6.9 )

内 一 般 民 間 6,839 （ 4.0 ) 8,770 （ 5.1 ) 1,931 28.2 9,978 （ 3.6 )

　内東急グループ 6,328 （ 3.6 ) 3,553 （ 2.0 ) △2,775 △43.9 9,009 （ 3.3 )

海 外 1,000 （ 0.6 ) 20,827 （ 12.0 ) 19,827 － 985 （ 0.4 )

計 39,513 （ 22.8 ) 50,126 （ 28.8 ) 10,612 26.9 53,281 （ 19.4 )

建
設
事
業
計

国 内 官 公 庁 35,532 （ 20.5 ) 24,263 （ 13.9 ) △11,269 △31.7 43,532 （ 15.8 )

国 内 民 間 135,629 （ 78.4 ) 128,521 （ 73.9 ) △7,107 △5.2 235,073 （ 85.6 )

　内 一 般 民 間 101,124 （ 58.5 ) 117,321 （ 67.5 ) 16,196 16.0 186,396 （ 67.9 )

　内東急グループ 34,504 （ 19.9 ) 11,200 （ 6.4 ) △23,304 △67.5 48,676 （ 17.7 )

海 外 1,906 （ 1.1 ) 21,156 （ 12.2 ) 19,249 － △3,942 （ △1.4 )

計 173,068 （ 100.0 ) 173,941 （ 100.0 ) 872 0.5 274,663 （ 100.0 )

不動産事業等 － （ － ) － （ － ) － － － （ － )

合 計 173,068 （ 100.0 ) 173,941 （ 100.0 ) 872 0.5 274,663 （ 100.0 )

　（注）※が△(マイナス)となっているのは、前期以前の契約について見直しを行ったことによるものであります。
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② 売 上 高 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(
自 2021年４月１日

至 2021年12月31日
) (

自 2022年４月１日

至 2022年12月31日
) (

自 2021年４月１日

至 2022年３月31日
)

金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 )

建

築

国 内 官 公 庁 4,511 （ 2.6％) 3,717 （ 2.1％) △793 △17.6％ 6,542 （ 2.7％)

国 内 民 間 126,309 （ 73.8 ) 135,243 （ 73.8 ) 8,934 7.1 177,306 （ 73.0 )

　内 一 般 民 間 109,161 （ 63.8 ) 120,959 （ 66.0 ) 11,798 10.8 151,271 （ 62.3 )

　内東急グループ 17,148 （ 10.0 ) 14,284 （ 7.8 ) △2,863 △16.7 26,035 （ 10.7 )

海 外 276 （ 0.2 ) 791 （ 0.4 ) 515 186.7 558 （ 0.2 )

計 131,097 （ 76.6 ) 139,753 （ 76.3 ) 8,655 6.6 184,407 （ 75.9 )

土

木

国 内 官 公 庁 23,784 （ 13.9 ) 26,999 （ 14.7 ) 3,214 13.5 33,822 （ 13.9 )

国 内 民 間 11,312 （ 6.6 ) 12,997 （ 7.1 ) 1,684 14.9 18,714 （ 7.7 )

内 一 般 民 間 8,585 （ 5.0 ) 10,399 （ 5.7 ) 1,814 21.1 14,196 （ 5.8 )

　内東急グループ 2,727 （ 1.6 ) 2,597 （ 1.4 ) △129 △4.8 4,517 （ 1.9 )

海 外 3,842 （ 2.2 ) 2,150 （ 1.2 ) △1,691 △44.0 4,349 （ 1.8 )

計 38,939 （ 22.7 ) 42,147 （ 23.0 ) 3,207 8.2 56,886 （ 23.4 )

建
設
事
業
計

国 内 官 公 庁 28,296 （ 16.5 ) 30,717 （ 16.8 ) 2,420 8.6 40,364 （ 16.6 )

国 内 民 間 137,622 （ 80.4 ) 148,240 （ 80.9 ) 10,618 7.7 196,020 （ 80.7 )

　内 一 般 民 間 117,746 （ 68.8 ) 131,358 （ 71.7 ) 13,612 11.6 165,467 （ 68.1 )

　内東急グループ 19,875 （ 11.6 ) 16,882 （ 9.2 ) △2,993 △15.1 30,553 （ 12.6 )

海 外 4,118 （ 2.4 ) 2,942 （ 1.6 ) △1,176 △28.6 4,908 （ 2.0 )

計 170,037 （ 99.3 ) 181,900 （ 99.3 ) 11,863 7.0 241,294 （ 99.3 )

不動産事業等 1,233 （ 0.7 ) 1,298 （ 0.7 ) 64 5.2 1,731 （ 0.7 )

合 計 171,271 （ 100.0 ) 183,199 （ 100.0 ) 11,927 7.0 243,025 （ 100.0 )

③ 売上総利益 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(
自 2021年４月１日

至 2021年12月31日
) (

自 2022年４月１日

至 2022年12月31日
) (

自 2021年４月１日

至 2022年３月31日
)

金 額 （ 利益率 ) 金 額 （ 利益率 ) 金 額 （ 利益率 )

建 築 9,013 （ 6.9％) 10,593 （ 7.6％) 1,579 17.5％ 13,132 （ 7.1％)

土 木 △4,274 （△11.0 ) 2,409 （ 5.7 ) 6,684 － △3,530 （ △6.2 )

建設事業計 4,739 （ 2.8 ) 13,003 （ 7.1 ) 8,264 174.4 9,601 （ 4.0 )

不動産事業等 590 （ 47.9 ) 601 （ 46.3 ) 10 1.8 △1,492 （△86.2 )

合 計 5,330 （ 3.1 ) 13,605 （ 7.4 ) 8,274 155.2 8,108 （ 3.3 )

④ 繰 越 高 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(2021年12月31日現在) (2022年12月31日現在) (2022年３月31日現在)

金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 )

建 築 237,911 （ 71.6％) 256,490 （ 72.3％) 18,578 7.8％ 272,428 （ 75.1％)

土 木 94,582 （ 28.4 ) 98,383 （ 27.7 ) 3,800 4.0 90,404 （ 24.9 )

建設事業計 332,493 （ 100.0 ) 354,873 （ 100.0 ) 22,379 6.7 362,832 （ 100.0 )

不動産事業等 － （ － ) － （ － ) － － － （ － )

合 計 332,493 （ 100.0 ) 354,873 （ 100.0 ) 22,379 6.7 362,832 （ 100.0 )
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（２）受注予想(個別)

（単位：百万円）

区 分
通 期

金 額 増減率

2023年３月期予想

建 築 185,000 △16.4％

土 木 77,000 44.5

合 計 262,000 △4.6

2022年３月期実績

建 築 221,382 △8.9

土 木 53,281 △16.4

合 計 274,663 △10.4

　 (注) ％表示は、対前期増減率を示しております。

[個別受注予想に関する定性的情報]

2023年３月期予想につきましては、当初計画値に対して第３四半期累計期間の実績が、建築事業では下回り、土木

　 事業では上回ったことなどから、2022年11月８日に公表いたしました予想から変更をしております。

　


